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より一層展開されることが期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (資料：農林水産省調べ 注：農地中間管理機構
※
以外によるものも含む)     

 

② 農業水利施設※の適切な保全管理 

農業水利施設の老朽化が進行する中、基幹から末端に至る一連の農業水利施設の機

能を安定的に発揮させ次世代に継承していくため、ドローン等のロボットやＩＣＴ※

等も活用しつつ、施設の点検、機能診断、監視等を通じた計画的かつ効率的な補修・

更新等を行うことにより施設を長寿命化し、ライフサイクルコストを低減する戦略的

な保全管理を推進していく必要があります。 

また、農業水利施設の劣化状況に応じた補修・更新等の実施に当たっては、地域の

農業の現状及び今後の展開方向等を十分勘案しつつ、将来の保全管理コストの最小化

と平準化を図るとともに、農業者の高齢化・減少が進む中でも農業水利施設の機能が

安定的に発揮されるよう、施設の集約や再編、統廃合等のストック適正化、限られた

資源である農業用水の柔軟な水管理を可能とするＩＣＴを活用した整備を推進し、維

持管理費の節減を図っていく必要があります。 

一方、令和７(2025)年４月に改正「土地改良法」が施行され、地域の農業水利施設

等の保全に向けた将来像を共有し、土地改良区※、市町村、関連施設の管理者等の地

域の関係者が連携して取り組んでいけるよう、土地改良区が連携管理保全計画※（水

土里ビジョン）を策定することができる仕組みが創設されました。 

 

③ ため池に関する法律の制定 

平成 30 年７月豪雨など、近年は豪雨等により、多くの農業用ため池が決壊し、人

的被害を含む甚大な被害が頻発しています。一方、老朽化の進行とともに、決壊によ

り下流の住宅等に被害をおよぼすおそれがある農業用ため池は数多く存在していま

す。 

このため、国は、農業用ため池の情報を適切に把握するとともに、ため池の適正な

管理及び保全が行われる体制を整備することを目的とした「農業用ため池の管理及び

保全に関する法律」（以下、「ため池管理法」という。）を令和元(2019)年７月に施行

農地バンク創設 
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郷土の先人・上野
う え の

英三郎
ひでさぶろう

博士が築いた「現代農業の礎」 

～三重から始まった日本の耕地整理と未来への継承～ 

三重一志郡本村（現在の津市久居元町）出身の上野英三郎博士（1872-1925）は、「忠

犬ハチ公」の飼い主として広く知られていますが、実は日本の農業土木学を創始し、全

国の農村風景を一変させた「農業土木の父」と呼ばれる偉大な人物です。明治時代、日

本の農地は不整形な小規模区画が入り混じり、生産性が低い状態にありました。博士

は、農業の近代化には「土地の成形」が不可欠であると説き、明治 32 年に制定された

「耕地整理法」の立案に尽力しました。 

 

■ 博士の精神が息づく「令和の農業農村整備」 

博士が情熱を注いだ「耕地整理」や「かんがい排水」の技術は、100 年の時を超え、

現在の三重県の農業にも脈々と受け継がれています。 

本計画で推進する「大区画化」などの生産性向上や省力化に資する基盤整備は、まさ

に博士が描いた効率的で豊かな農村づくりの進化形です。また、近年頻発する豪雨災害

から農地を守る「防災・減災」の視点も、博士が唱えた「持続可能な農村社会」の実現

には欠かせない要素です。 

 

■ 誇りを胸に、次世代の農村へ 

私たちが今、当たり前のように目にしている整然と

した田園風景。それは、上野博士という郷土の先人

が、農家の苦労を分かち合い、未来を見据えて心血を

注いだ成果です。 

本県では、博士の志を継承し、デジタル技術の活用

や環境への配慮を取り入れた「新たな農業農村整備」

を推進していきます。博士が愛した三重の豊かな大地

を、より力強く、より魅力的な姿で次世代へとつない

でいくこと。それが、郷土の偉人に対する私たちの責

務です。 

 

 

  

近鉄久居駅前 

上野英三郎博士とハチ公像 
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用語説明  

  

本文に記載されている用語の説明です。 

（１）五十音順  

単語（事項等の名称） 解説 

か行 

経営体 

農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、 

(1)経営耕地面積が 30a以上、 

(2)農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出

荷羽数等、一定の外形基準の規模（露地野菜 15アール、施

設野菜 350㎡、搾乳牛１頭等）、 

(3)農作業の受託を実施、 

のいずれかに該当するもの。 

高収益作物 

主食用米よりも面積当たりの収益性の高い作物。主食用米（備

蓄米含む)並びに小麦、大豆、そば、飼料作物等、個別の作物

の経営に対する補助金の対象作物以外の作物。 

荒廃農地 

耕作の放棄により荒廃し、通常の農作業では作物の栽培が不可

能となっていると、市町・農業委員会の現地調査により客観的

に判定された農地。 

さ行 

集落機能 

集落が備えている、地域住民同士が相互に扶助しあいながら生

活の維持・向上を図る生活扶助機能（例：冠婚葬祭など）、農

林漁業等の地域の生産活動の維持・向上を図る生産補完機能

（例：草刈りなど）、農林地や地域固有の資源、文化等の地域

資源を維持・管理する資源管理機能をいう。 

スマート農業 

ロボット、ＡＩ、ＩｏＴ等の先端技術を活用する農業のこと。

ドローンやロボット農業機械の活用による作業の省力化・自動

化や、データの活用による、農産物の品質や生産性の向上が期

待される。 

世界かんがい施設遺産 

かんがいの歴史・発展を明らかにし、理解醸成を図るとともに、

かんがい施設の適切な保全に資するために、歴史的なかんがい

施設を国際かんがい排水委員会（ＩＣＩＤ）が認定・登録する

制度。 
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た行 

多面的機能 

国土の保全、水源の涵養（かんよう）、自然環境の保全、良好

な景観の形成、文化の伝承等、農村で農業生産活動が行われる

ことにより生ずる、食料その他の農産物の供給の機能以外の多

面にわたる機能 

多面的機能支払制度 

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮のために行われる

地域の共同活動や農業生産活動等への支援を目的として、平成

19(2007)年度に農地・水・環境保全向上対策として始まり、日

本型直接支払制度の一つとして実施されている。平成

27(2015)年度からは、「農業の有する多面的機能の発揮の促進

に関する法律」に基づく制度として、支援が行われている。 

田んぼダム 

水田の落水口に流出量を抑制するための堰板や小さな穴の開

いた調整板などの器具を取り付けることで、水田に降った雨水

を時間をかけてゆっくりと排水し、水路や河川の水位の上昇を

抑えることで、水路や河川から溢れる水の量や範囲を抑制する

取組。 

中山間地域等 

山間地及びその周辺の地域その他の地勢等の地理的条件が悪

く、農業の生産条件が不利な地域。農林統計の農業地域類型区

分のうち中間農業地域と山間農業地域を合わせた地域に加え、

特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備

の促進に関する法律、山村振興法、過疎法、半島振興法、離島

振興法などの地域振興立法の指定を受けている対象地域が含

まれている。 

中山間地域等 

直接支払制度 

不利な営農条件下での農業生産活動の継続を目的として平成

12(2000)年度に始まり、日本型直接支払制度の一つとして実施

されている。農業生産条件の不利な中山間地域等において、集

落等を単位に、農用地を維持・管理していくための取決め（協

定）を締結し、それにしたがって農業生産活動等を行う場合に、

面積に応じて一定額を交付する制度。 

デジタル田園都市国家

構想総合戦略 

「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月７日閣

議決定）で定めた取組の方向性に沿って、デジタル田園都市国

家構想が目指すべき中長期的な方向について、達成すべき重要

業績評価指標（ＫＰＩ）と併せて示すとともに、構想の実現に

必要な施策の内容やロードマップ等を示すもの。  

土地改良区 

農業用用排水施設の新設・変更、農地の整備等工事を伴う事業

や、土地改良事業によって造成された施設の維持管理を行政に

代わり実施する農業者による団体。 
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土地改良長期計画 

土地改良法第４条の２の規定に基づき、５年を一期として策定

するもの。現計画は、令和７年度から令和 11 年度までの５年

間を計画期間としている。土地改良事業の実施の目標および事

業量を定めることとしている。 

土地持ち非農家 農家以外で耕地及び耕作放棄地を５a以上所有している世帯。 

な行 

担い手 認定農業者、集落営農等。 

認定農業者(制度) 

農業経営基盤強化促進法に基づき、市町村が地域の実情に即し

て効率的・安定的な農業経営の目標等を内容とする基本構想を

策定し、この目標を目指して農業者が作成した農業経営改善計

画を認定する制度。 

農業産出額 

都道府県を単位としてその年の農業生産活動によって生み出

された品目別生産量に品目別農家庭先販売価格を乗じて算出

されたもの 。農業総産出額から物的経費（減価償却費及び間

接税を含む。）を控除したもの。 

農業水利施設 

（農業用用排水施設） 

農地へのかんがい用水の供給を目的とするかんがい施設と、農

地における過剰な地表水及び土壌水の排除を目的とする排水

施設に大別される。かんがい施設には、ダム等の貯水施設や、

取水堰等の取水施設、用水路、揚水機場、分水工、ファームポ

ンド等の送水・配水施設があり、排水施設には、排水路、排水

機場等がある。このほか、かんがい施設や排水施設の監視や制

御・操作を行う水管理施設がある。 

農業用施設 

農業用施設は、下記のような施設が該当。 

(1)農業用道路、農業用用排水路、防風林等農地等の保全又は

利用の増進上必要な施設 

(2)畜舎、温室、植物工場、農産物集出荷施設、農産物貯蔵施

設等農畜産物の生産、集荷、調製、貯蔵又は出荷の用に供

する施設 

(3)たい肥舎、種苗貯蔵施設、農機具格納庫等農業生産資材の

貯蔵又は保管の用に供する施設 

農地中間管理機構 

農地等を貸したい農家（出し手）から農地等を預かり、規模拡

大や経営の効率化を進めている担い手農家（受け手）へ農地の

利用の集積・集約化を進めるために農地等の中間的受け皿とな

る組織。 

農地の集積 
農地を所有し、又は借り入れること等により、利用する農地面

積を拡大すること。 
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農地の集約化 
農地の利用権を交換すること等により、農作業を連続的に支障

なく行えるようにすること。 

農地バンク 

農地中間管理機構のことで、農地を貸したい人から農地を借り

受け、耕作を希望する人にまとまりのある形で農地を貸し付け

る事業を行う組織のこと。都道府県、市町村、農業団体等が出

資して組織されている法人であり、都道府県知事が県に一つに

限って指定することで農地中間管理機構となる。 

農林業センサス 

我が国の農林業の生産構造や就業構造、農山村地域における土

地資源など農林業・農山村の基本構造の実態とその変化を明ら

かにし、 農林業施策の企画・立案・推進のための基礎資料と

なる統計を作成し、提供することを目的に、５年ごとに行う調

査のこと。 

は行 

ハザードマップ 

自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化したも

のであり、予測される災害の発生地点、被害の範囲、避難経

路、避難場所などの情報が地図上に図示されている。 

販売農家 
経営耕地面積 30a以上又は農産物販売金額が年間 50万円以上

の農家。 

防災重点農業用ため池 
決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的

被害を与えるおそれのあるため池。 

ほ場 
農作物を栽培するための場所のこと。水田や畑などを包括す

る言葉。 

や行 

優良農地 

集団的にまとまっているなど、良好な営農条件を備えた農地

のうち、農振法における農業振興地域の農用地区域（農振農

用地）がその条件にあてはまる。農地制度においては、積極

的に確保する農地としている。 

ら行 

連携管理保全計画 

（水土里ビジョン） 

地域の農業水利施設等の保全に向けた将来像を共有し、関係

者が連携して取り組んでいく仕組み。 

６次産業化 

農林漁業者等が必要に応じて農林漁業者等以外の者の協力を

得て主体的に行う、１次産業としての農林漁業と、２次産業と

しての製造業、３次産業としての小売業等の事業との総合的か

つ一体的な推進を図り、地域資源を活用した新たな付加価値を

生み出す取組。 

 

 

 

 








